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ここでは、本計画が掲げる５つの基本方針の現状と課題を整理するとともに、基本方針の実現

に向けて、市民・事業者・行政の具体的な取組みや指標などを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 施策の展開 

各ページの見方１ 

（１）現状 

各分野の国際的・国・県の動きや各分

野の環境に関するデータを整理していま

す。 

（２）これまでの主な取組み 

各分野において、これまで行政が

実施してきた事業や取組みの成果を

整理しています。 

関連するＳＤＧｓ（１） 

基本方針に関連するＳＤＧｓのゴール

を示しています。 

ＳＤＧｓの各ゴールの意味については８

ページに、選択した理由については資料

編（資料-４）に説明を記載しています。 

（３）課題 

各分野の環境に関するデータや行

政の取組み、市民・事業者の意識な

どの現状を踏まえた課題を整理して

います。 
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重点的取組み（基本方針１のみ） 

重点項目に位置づけている基本方針１につい

ては、脱炭素社会の実現に向け行政が重点的に

進める具体的な取組みを「重点的取組み」として

整理しています。 

 

■重点的取組み１：ゼロカーボンシティ宣言 

■重点的取組み２：二酸化炭素排出削減目標を設定 

■重点的取組み３：ＲＥ１００エリアの検討 

■重点的取組み４：公共施設への太陽光発電設備の 

設置促進 

（５）指標 

施策の進捗状況を把握・評価するため

の指標を整理しています。 

関連するＳＤＧｓ（２） 

施策に関連するＳＤＧｓのゴールを示し

ています。 

市民・事業者・行政が進めるべき具体的

な取組みを整理しています。 

重点的取組みに関連する取組みは、

「 重 」、指標に関連する取組みは「 指 」

と示しています。 

（４）施策 

各ページの見方２ 
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基本方針１ （仮）脱炭素社会実現に向けた都市づくり 

 

関連する 

ＳＤＧｓ 
 

 

 

近年の地球温暖化対策に関する動き 

●平成２７年に合意されたパリ協定の目標達成に向け、国は令和２年１０月に「２０５０年までに、

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」ことを宣言しました。 

●また令和３年４月には、第４５回地球温暖化対策推進本部で温室効果ガス排出量に関する

新たな目標「２０３０年に２０１３年度比で温室効果ガス排出量を４６％削減する」ことを表明

しました。 

年 国際社会 国 福井県 

２０１３ 
(平成２５) 

ワルシャワ(ポーランド)
でＣＯＰ＊１９開催 

※国内のすべての原子力発電所が
停止 

ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量に関す
る新たな目標(２０２０年度、２００５
年度比３．８％削減)を表明 

「地球温暖化対策の推進に関する
法律」改正 

 

２０１４ 
(平成２６) 

リマ(ペルー)でＣＯＰ２０
開催 

「第４次エネルギー基本計画」策定  

２０１５ 
(平成２７) 

パ リ ( フ ラ ン ス ) で
COP21 開催 
「パリ協定」を採択 

ＧＨＧ排出量に関する新たな目標
（２０３０年、２０１３年度比２６％削
減）を明記した「日本の約束草案」を
発表、国連気候変動枠組条約事務
局へ提出 

地球温暖化防止に向けた国民運動
である[ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ＊」開始 

 

２０１６ 
(平成２８) 

マラケシュ（モロッコ）で
ＣＯＰ２２開催 
「パリ協定」を発効 

「地球温暖化対策計画」策定 

「電力自由化＊」開始 

 

２０１７ 
(平成２９) 

ボン（ドイツ）でＣＯＰ２３
開催 

「都市ガス自由化」開始  

２０１８ 
(平成３０) 

カトヴィツェ（ポーランド）
でＣＯＰ２４開催 
「パリ協定」の実施指針採
択 

気候変動適応法の公布 

「第五次環境基本計画」「気候変動
適応計画」策定 

「第５次エネルギー基本計画」策定 

「福井県環境基本計画」策定 

２０１９ 
(令和元) 

マドリード（スペイン）でＣ
ＯＰ２５開催 

「パリ協定に基づく成長戦略として
の長期戦略」策定 

 

２０２０ 
(令和２) 

 首相所信表明演説にて「２０５０年
カーボンニュートラル＊」「脱炭素社
会の実現」を宣言 

２０５０年の二酸化炭素排出実質
ゼロ「ゼロカーボン」表明 
地球温暖化ストップ県民運動「ふ
くいゼロカーボンアクション＊」開
始 

２０２１ 
(令和３) 

 第４５回地球温暖化対策推進本部
にてＧＨＧ排出量に関する新たな
目標（２０３０年、２０１３年度比４
６％削減）表明 

 

基本⽅針１ 脱炭素社会の実現に向けた都市づくり 

（１）現状 
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越前市の二酸化炭素排出量 

●本市の２０１３（平成２５）年度の二酸化炭素総排出量は、約１，５３８．３千ｔ-ＣＯ２、２０１８（平

成３０）年度の二酸化炭素総排出量は、約１，４６０．８千ｔ-ＣＯ２となっています。 

●総排出量の推移をみると、２０１５（平成２７）年度に一度減少したのもの、以降は緩やかな増

加傾向にあります。 

●本市の二酸化炭素排出量を部門別にみると、産業部門が最も多く、次いで民生家庭部門、

運輸部門、民生業務部門、廃棄物部門の順に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各部門の業種等について 

部門名 業 種 等 

産業部門 第１次産業（農林漁業）及び第２次産業（鉱業、建設業、製造業）において、

製造工程などで消費するエネルギーから排出される二酸化炭素が対象。ただ

し、移動や運送などに使用する自動車や鉄道に関するものは運輸部門に含め

る。 

民生業務部門 第３次産業（小売業・卸売業、飲食業、宿泊業、娯楽業、病院、情報通信等）

及び地方公共団体において、事業活動などで消費するエネルギーから排出さ

れる二酸化炭素が対象。ただし、移動や運送などに使用する自動車や鉄道に

関するものは運輸部門に含める。 

民生家庭部門 家庭生活において、生活の中で消費するエネルギーなどから排出される二酸

化炭素が対象。ただし、移動などに使用する自動車や鉄道に関するものは運

輸部門に含める。 

運輸部門 移動や運送などに使用する自動車や鉄道のエネルギー消費により排出され

る二酸化炭素が対象。 

廃棄物部門 家庭、産業、事業からの廃棄物を処理することにより排出される二酸化炭素

が対象。 

 

 

  

837.5 864.7 836.7 902.6 893.1 967.5 

229.1 205.4 154.8 
147.2 132.7 

117.9 

236.0 231.4 
220.3 

217.6 223.8 202.4 

232.5 233.1 
163.1 

164.4 167.7 169.2 

3.2 3.5 

3.8 4.3 4.2 3.8 

0

200
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1,200

1,400

1,600

1,800

2013 2014 2015 2016 2017 2018

(千t-CO2)

産業部門 民生業務部門 民生家庭部門 運輸部門 廃棄物部門

越前市の部門別二酸化炭素排出量の推移 

1,538．3 1,538．1 1,378．7 1,436．1 1,421．5 1,460．8 
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越前市の二酸化炭素排出の特性 

（１）産業部門の割合が高い 

●本市の２０１８（平成３０）年度の産業部門の二

酸化炭素排出量は約９６７．５千ｔ-ＣＯ２で、総

排出量の約６６％を占めています。 

●産業部門の二酸化炭素排出量は緩やかな増

加傾向にあります。これは、産業部門の大半

を占める製造業において事業活動が活発に

なり、二酸化炭素排出量と大きな関わりのあ

る製造品出荷額等が増加していることが影

響していると考えられます。 

 

（２）電力由来の割合が５割 

●本市の二酸化炭素総排出量の内訳は、電力

由来とガスや灯油、石油などの電力以外由

来が同程度となっています。 

 

 

 

（３）民生業務・民生家庭部門は減少傾向 

●本市の民生業務及び民生家庭部門の二酸化炭素排出量は、いずれも減少傾向にあります。 

●これは、石油など二酸化炭素排出量の多い電力以外のエネルギーから二酸化炭素排出量

の少ない電力へとエネルギーの移行が進んでいることや、節電や省エネにつながる行動が

広く普及してきたことが影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

663.1 676.7 647.7 702.5 689.0 660.5 

875.2 861.4 
731.0 

733.5 732.4 800.3 
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(千t-CO2)

電力由来の二酸化炭素排出量 電力以外由来の二酸化炭素排出量

越前市の二酸化炭素排出量の内訳 

民生業務部門の二酸化炭素排出量推移 

229.1 
205.4 

154.8 147.2 132.7 117.9 

0
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202.4 

0
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(千t-CO2)

民生家庭部門の二酸化炭素排出量推移 

43,013,592 

47,364,061 

47,364,061 

53,566,505 

61,390,340 

66,568,700 

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000
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(万円)

※資料：工業統計調査 

※２０１５年は経済センサス調査年であり、工業統計調査が行

われていないため、直近年である２０１４年値を引用。 

越前市の製造品出荷額等の推移 
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●住宅用太陽光発電＊設備やエコキュート、ＬＥＤ照明設備などの省エネルギー設備の導入支

援。 

（太陽光発電設置導入補助件数累計：９５９件［令

和２年度末時点］） 

●電気自動車＊の導入支援（補助金交付）。 

（導入補助件数累計：102 件［令和２年度末時点］） 

●市管理の街路灯や施設灯などを LED 化。 

●「CO2CO2(コツコツ)きっず大作戦」と題して、

主に小学生を対象とした地球温暖化防止の意識

啓発のための環境学習＊イベントを開催。 

●「越前市環境マネジメントシステム【EEMS】＊（越前市地球温暖化対策実行計画（市事務

事業編））」の運用による公共施設のエネルギー使用量の削減。 

●脱炭素社会の実現に向け、「越前市ゼロカーボンシティ宣言」を表明。 

 

 

 

●二酸化炭素排出量削減には、部門別の排出量が最も多い産業部門において、再生可能エ

ネルギー＊設備の設置や再生可能エネルギー由来電気の購入など、排出量削減に向けた

取組みを進める必要があります。 

●民生業務・家庭部門においても、さらなる再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化な

どにより二酸化炭素排出量の削減を強化する必要があります。 

●脱炭素社会の実現に向け、全部門において必要な全てのエネルギーを再生可能エネルギ

ーで賄うことを目指すなど、新たな地球温暖化対策を進めていくことが必要です。 

●環境に関するアンケートによると、「再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化を進める

上での課題」では、「お金に余裕がない」が高い割合を占めており、導入補助や情報提供な

どの支援を進める必要がありま

す。 

●また、「公共交通機関の利用」に関

連する行動では、他の行動と比べ

て「実施する予定はない」の割合

が半数以上を占めており、電気自

動車等の普及促進など、自動車の

利用を前提とした対策を進める必

要があります。  

42.0%

79.5%

5.7%

27.9%

5.2%

4.0%

情報や知識が足りない

お金に余裕がない

家族の理解が得られない

大きな効果が見込めない

賃貸・集合住宅で導入が難しい

その他

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化を進める上での課題 
※資料：令和３年度市民アンケート調査（越前市） 

（２）これまでの主な取組み 

（３）課題 

⇒p１７参照 
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「 重 」は重点的取組みに関連する取組み、「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

国の「第６次エネルギー基本計画」では、２０５０年ま

でに住宅・建築物のストック平均でＺＥＨ（ネット・ゼロ・

エネルギー・ハウス）・ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ

ル）基準の省エネルギー性能が確保されていることを

目指す目標を掲げており、目標達成に向けて、ＺＥＨや

ＺＥＢの実証やさらなる普及拡大に向けた支援等を講

じていくとしています。 

ＺＥＨ 

資料：省エネポータルサイト（資源エネルギー庁） 

（４）施策 

●市民の取組み 

 再生可能エネルギー設備及び蓄電池＊の導入に努める。 

 再生可能エネルギー由来電気の購入を検討する。 

 新築又は改築時にＺＥＨ（ゼッチ）＊を検討する。 

 再生可能エネルギーに関する情報の入手及び活用に努める。 

●事業者の取組み 

 再生可能エネルギー設備及び蓄電池の導入に努める。 

 再生可能エネルギー由来電気の購入を検討する。 

 ＰＰＡ＊の実施を検討する。 

 新築又は改築時にＺＥＢ（ゼブ）＊を検討する。 

 再生可能エネルギーに関する情報の入手及び活用に努める。 

施策１ 再生可能エネルギーの普及推進 

●行政の取組み 

重 ＲＥ１００エリアの設置について検討する。 

重 公共施設への太陽光発電設備の設置を促進する。 

指 太陽光発電設備及び蓄電池の導入を支援する。 

 再生可能エネルギー由来電気の購入を検討する。 

 再生可能エネルギーの導入を推進する。 

 再生可能エネルギーに関する情報を収集し、発信する。 

 下水汚泥消化ガス＊の活用を継続する。 

⇒p２１参照 

⇒p２２参照 

ＺＥＨとＺＥＢの普及に向けた国の動き 
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●行政の取組み 

重 二酸化炭素排出量削減目標を設定する。 

指 市役所も事業者として、「事業所の取組み」に努め、エネルギー使用量の削減

を図る。 

指 電気自動車、燃料電池自動車の導入及び導入を啓発・促進する。 

 国が提唱する運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」を普及啓発する。 

 地球温暖化防止につながる情報を収集し、発信する。 

 未利用資源＊（水素＊エネルギーなど）に関する情報の収集に努める。 

施策２ 地球温暖化防止に向けた取組みの推進 

⇒p１８～２０参照 

「 重 」は重点的取組みに関連する取組み、「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

●市民の取組み 

 国が提唱する運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」を実践する。 

 家電の買換えや購入時に、高効率型や省エネ型家電などエネルギー効率が高

い家電を選択する。 

 住宅の断熱化を検討する。 

 「うちエコ診断＊」などを実施し、エネルギーの効率的な利用に努める。 

 公共交通機関の利用や自転車、徒歩での移動を心がける。 

 自動車の買換え、購入時に電気自動車や燃料電池自動車＊の導入を検討する。 

 自動車利用時はエコドライブ＊を心がける。 

●事業者の取組み 

 国が提唱する運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」を実践する。 

 設備の買換えや購入時に、高効率ヒートポンプ＊やコージェネレーション＊など

エネルギー効率が高い設備又は省エネ型設備を選択する。 

 省エネ診断などを実施し、エネルギーの効率的な利用に努める。 

 事業活動のＲＥ１００化（再エネ１００宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ＊など）を検討する。 

 地球温暖化防止につながるＩＳＯ１４００１＊、ＫＥＳ＊、エコアクション２１＊などの

取得を検討する。 

 出張の際は公共交通機関の利用を心がける。 

 自動車の買換えや購入時に電気自動車や燃料電池自動車の導入を検討する。 

 自動車利用時はエコドライブを心がける。 

 製品等の配送距離を短くし、二酸化炭素排出量削減に努める。 
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（１）背景 

●令和２年１０月に行われた首相所信表明演説において、「２０５０年

カーボンニュートラル」「脱炭素社会の実現」が宣言されました。 

●こうした脱炭素社会の実現に向けた意識の高まりを受け、２０５０

年に二酸化炭素実質排出量ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣

言」を表明する地方公共団体が増えています。 

●ゼロカーボンとは、二酸化炭素排出量から森林などによる吸収量

を差し引いて、二酸化炭素排出量を「実質的」にゼロにすることを

いいます。 

●本市においても令和３年８月１９日に「越前市ゼロカーボンシティ宣

言」を行い、２０５０年までに二酸化炭素実質排出量をゼロにすると

いう目標の実現に向けて、国と同じ目標に向かって、市民・事業

者・行政が一体となって取り組んでいくという姿勢を示しました。 

（２）具体的な取組み 

●市ホームページや広報紙などを活用し、「越前市ゼロカーボンシティ宣言」の周知を行うと

ともに、市民や事業者に対して脱炭素化に向けた取組みへの協力を呼びかけます。 

●「（４）施策」で示した取組みを進めるとともに、国や県の動向に注視しながら、脱炭素社会

に貢献する具体的な取組みについても調査・研究を進めます。 

《越前市ゼロカーボンシティ宣言》 

 

 

 

 

 

 

  

■重点的取組み１ ゼロカーボンシティ宣言 

近年、世界各地で猛暑や豪雨など、地球温暖化が原因とみられる異常気象による災害が多発してお

り、気象危機とも言うべき極めて深刻な事態により、人々の生命や財産が脅かされ、生態系に甚大な影

響が及ぶことが懸念されることから、地球温暖化対策の推進が求められています。 

２０１５年に合意されたパリ協定では、「産業革命前からの平均気温上昇の幅を２度未満とし、１．５度

に抑えるよう努力する」との目標が国際的に広く共有され、この目標達成に向け、我が国も令和２年１０

月に「２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」ことを宣言しました。 

越前市は、１５００年の歴史を誇る伝統産業から先端技術産業まで幅広い産業が集積する北陸有数の

モノづくり都市として発展を続けるとともに、コウノトリが舞う里地里山＊を市民との協働により守り続

けてきました。 

また、北陸新幹線越前たけふ駅周辺の新たなまちづくりでは、ＤＸ＊（デジタルトランスフォーメーショ

ン）や再生可能エネルギーの導入推進等により、持続可能な経済と環境が両立する「フォレストシティ＆

越前市版スマートシティ」の実現を目指しています。 

本市は、かけがえのない地球環境を次世代に引き継ぐため、本年度に市環境基本計画を見直すとと

もに、２０５０年ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を着実に進めていくことを宣言します。 
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（１）背景 

●国は「２０５０年カーボンニュートラル宣言」を表明し、脱炭素社会の実現に向け取組みを

進めていく中、本市では「越前市ゼロカーボンシティ宣言」を行っており、脱炭素社会の実

現に向けて、具体的な削減目標を掲げ、達成を目指していく必要があります。 

（２）具体的な取組み 

●越前市域から排出される二酸化炭素について下記のとおり削減目標を設定し、最新の二

酸化炭素排出量の把握していくことで、施策の効果を確認します。 

●二酸化炭素の排出量削減につながる取組みについて、市民や事業者がすぐに取組めるよ

う、省エネ行動とそれに伴う二酸化炭素削減効果などを分かりやすくまとめ、周知します。 

●最新の二酸化炭素排出量を確認し、必要に応じて取組みを見直します。 

 

（単位：千 t-CO2） 

項目 
基準 

2018（H30）年度 

市計画目標 
2026（Ｒ8）年度 

短期目標 
2030（R12）年度 

長期目標 
2050（R32）年度 

二酸化炭素

総排出量 
1,460.8 1037.2※１ 830.7 0※２ 

目標削減量 － -４２３．６ -６３０．１ － 

目標削減率 － 
基準年度比 

-29% 

H25(2013)年度比 

-46% 

（二酸化炭素総排出量

実質ゼロ） 

※１ 二酸化炭素総排出量の削減可能量（目安）の試算結果は資料編（資料-６）に示す 

※２ 二酸化炭素総排出量から森林などによる吸収量を差し引いた排出量をゼロにすることを目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二酸化炭素排出量の推移と目標排出量 

 

 

1,538.3 1,538.1 
1,378.7 1,436.1 1,421.5 1,460.8 

1037.2
830.7

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2026 2030

(千t-CO2)
国の削減目標（2013 年

度比－46％）と整合。 

－29％ －46％ 

国の削減目

標 （ 実 質 排

出 ゼ ロ ） と

整合。 

基準年度 

2050 

国の削減目標を達

成するために、達成

しておかなければな

らない排出量。 

目標年度 目標年度 

■重点的取組み２ 二酸化炭素排出削減目標を設定 
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②石油ファンヒーター

の使用時間を１日１

時間減らす 

車の発進は、 

できるだけゆっくり加速し、

加減速の少ない運転を心が

けましょう。 

衣類乾燥機は、 

自然乾燥をした後、補助的

に使いましょう。 

④衣類乾燥機を使う時は 

自然乾燥を併用する 

電気カーペットの下に断熱マ

ットを敷いたり、カバーをか

けるなど工夫しましょう。 

③電気カーペットの 

  設定温度を「中」にする 

着るものを工夫して、

必要な時だけつけまし

ょう。 

お風呂・
シャワー 

ポット・ 

ジャー 
電 子 
レンジ 

5%
11%

冷蔵庫 
２ 

⑤ふんわりアクセル 

でゆっくり加速 

 

⑥冷蔵庫に物を 

詰め込みすぎない 

上記の１０の取組みを全て行えば、

１年間で７６３kg のＣＯ２の削減、

４４，３４０円の節約につながり

ます 

自動車 

冷蔵庫 
１ 

省エネ度 

２１kg 

１，１８０円 
省エネ度 

１９４kg 

１１，９５０円 

みんなで止めよう 地球温暖化！ 

※緑丸内の数字は、１年分の CO
2
削減量と 

節約金額の目安を示しています。 

～脱炭素社会実現のために～ 

家庭で 実践  

１０の取組み	

資源エネルギー庁が提唱している 

「無理のない省エネ節約」から抜粋しています。 

１世帯の年間排出量 

約 6,97０kg-CO2 を 

電 気 
ｶ-ﾍﾟｯﾄ 

削減目標量 

４２３．６千 t-CO2 の 
越前市の世帯数：２９，０３５世帯（福井県統計年鑑） 

家庭部門の年間ＣＯ２排出量：２０２．４千ｔ-CO2（Ｐ．１３参照） 

１世帯当たりの年間ＣＯ２排出量：約６，９７０ｋｇ-CO2 

カーテンで太陽の光を調

整したり扇風機を上手に使

うほか、着るものを工夫し

て過ごしましょう。 

エアコン 省エネ度 

４１kg 

２，２５０円 

省エネ度 

４２kg 

１，４７０円 

省エネ度 

９１kg 

５，０２０円 

省エネ度 

１９３kg 

１０，６５０円 

省エネ度 

８６kg 

６，１９０円 

省エネ度 

５２kg 

２，９００円 

省エネ度 

１３kg 

１，０６０円 

省エネ度 

３０kg 

１，６７０円 

食品が傷みにくい季節は、

庫内の温度を控えめに設

定することで、消費電力を

抑えましょう。 

調理の時間短縮のほか、

ビタミンＣの損失が抑え

られます。 
ポットや炊飯ジャーの保温

は利用時間が長いため、多

くの電気を消費します。 

お湯が冷めないうちに、

家族みんなで間隔をあけ

ずお風呂に入りましょう。 

⑦入浴は間隔をあけず 

すぐ入る 

ファン 
ヒーター 

衣  類 
乾燥機 

全世帯が取り組んだら、 
目標達成にどのくらい 

貢献できるの？ 

約 11％削減できます 約 5％削減に貢献します 

１世帯が１年間に排出する量を 
どのくらい削減できるの？ 

⑩冷蔵庫の設定温度 

 を「中」にする 

⑨野菜の下ごしらえに 

電子レンジを利用する 
⑧ポットや炊飯ジャーを 

  使わないときは、 

  プラグを抜く 

※全て 2018（Ｈ３０）年度のデータに基づいて算出しています。 

※削減量及び節約金額は概算であり、実際とは異なる可能性が

あります。 

※ガス使用 

 の場合 

① 暖房の温度を１度低く、 

  冷房の温度を１度高く 

冷蔵庫の中を整理し、物

を詰め込み過ぎないよう

にしましょう。 

第
３
章

19



20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

57%22%

 上記の取組みを全て行えば、 

１年間で５５トンの CO2 の削減

につながります 
※上記表の最小側の数値で試算 

全事業者が取り組んだら、 
目標達成にどのくらい 

貢献できるの？ 

約２２％削減できます 

削減目標量 

４２３．６千ｔ-CO2 の 

１事業者が１年間に排出する量を 
どのくらい削減できるの？ 

越前市の事業所：４，３６９事業所（福井県統計年鑑） 

産業部門の年間ＣＯ２排出量：９６７.５千ｔ-CO2(Ｐ．１３参照) 

民生業務部門の年間ＣＯ２排出量： 

１１７.９千ｔ-CO2(Ｐ．１３参照) 

１事業所当たりの年間ＣＯ２排出量：約２４８．４ｔ-CO2 

資料：事業者のための CO2 削減対策 Navi（一般財団法人省エネルギーセンター） 

熱源・搬送対策
運用改善

空気比を低く抑えてボイラ等の燃焼設備を運転す
る

1.0 ～ 200 2.0 ～ 500

二次側負荷の状況に応じて運転圧力調整し、過剰
圧力による過剰燃料消費を抑制する

3.0 ～ 30 10.0 ～ 100

ボイラ等の停止時間中の電源を遮断し、燃焼制御
装置の待機電力を削減する

0.2 ～ 20 1.0 ～ 100

冷却水設定温度を、冷房負荷ピーク時とそれ以外
の冷房軽負荷時期で変更するなど、きめ細かい
調整を行う

1.0 ～ 130 ～ 800

空調が不要な部屋の空調を停止する 1.0 ～ 70 5.0 ～ 400
設備

エネルギー効率の良い高効率ボイラの導入 1.0 ～ 900 ～ 3,000
経年変化などにより効率が低下した冷却塔を高
効率型の製品に更新する

2.0 ～ 30 2.0 ～ 90

経年変化によって効率が低下した循環ポンプを
更新する

10.0 ～ 100 20.0 ～ 500

コージェネレーションの導入 1 ～ 100 300 ～ 3,000
空調・換気対策

運用改善
季節に応じて空調開始時期をこまめに変更する
とともに、不在時の空調運転を停止する

1.0 ～ 400 0.0 ～

空室、不在時のこまめな空調停止 1.0 ～ 1,000 4.0 ～ 3,000
温度基準の範囲内（17℃以上 28℃以下）の室温
となるよう冷暖房機の設定温度を見直す

0.1 ～ 2,000 0.3 ～

設備
高効率空調機に更新する ～ 800 1.0 ～ 1,000
ファンベルトの交換時期に高効率型のファンベル
トへ取替える

0.2 ～ 50 1.0 ～ 200

インバータ等によるファンの変風量制御（VAV）の
導入

0.4 ～ 500 2.0 ～ 2,000

給排水対策
設備

節水型シャワーヘッドの導入 1.0 ～ 20 2.0 ～ 70
高効率ヒートポンプ給湯器への更新 30 ～ 60 60 ～ 200
高効率ガス給湯器に更新する ～ 90 ～ 300

その他
運用改善

不使用室などの不要照明や不要時間帯のこまめ
な消灯

0.2 ～ 100 1.0 ～ 600

パソコン等 OA 機器の待機電力を削減する 0.1 ～ 4 0.4 ～
閑散期のエレベーターの一部停止 0.1 ～ 1 0.3 ～ 5

設備
人感センサー方式の導入 0.1 ～ 60 ～ 200
省エネ型自動販売機への更新 1.0 ～ 100 2.0 ～ 500

55 ～ 6,765 414 ～ 16,565

行動
削減量

削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ（t-CO2/年） 運用費削減額（万円/年）

合計

※全て２０１８（Ｈ３０）年度のデータに基づいて算出しています 

※削減量は概算であり、実際とは異なる可能性があります 

１事業者の年間排出量 

約２４８．４ｔ-CO2 を 

約 5７％削減に貢献します 

※表中の数値は、小数第１位を四捨五入して表記しているため、合計が合わないことがあります。 

事 業 編 
脱炭素社会の実現に向けて事業所や工場で 実践  

CO2の削減につながる取組み	
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（１）背景 

●本市は、北陸新幹線越前たけふ駅周辺で持続可能な経済と環境が両立するまちづくりの

実現を目指し、再生可能エネルギーの導入やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）等に

取り組む企業の誘致など、新たなまちづくりを進めています。 

●また、生活や事業活動などに必要なエネルギーを全て再生可能エネルギーで賄うなど、脱

炭素化を目指して進めることが重要となっています。 

（２）具体的な取組み 

●北陸新幹線越前たけふ駅周辺において、企業が事業活動に必要なエネルギーを全て再

生可能エネルギーで賄うことを目指すモデル区域「ＲＥ１００エリア」の設置を検討します。 

●「ＲＥ１００エリア」に進出する企業に対しては、建物の屋上や敷地内に太陽光発電設備や

蓄電池の設置、また、自家消費型太陽光発電の導入及び再生可能エネルギー由来電力

の購入・調達など、事業を１００％再生可能エネルギーで賄うことを目指すよう求めます。 

●エネルギー供給事業者や「ＲＥ１００エリア」進出企業と連携し、再生可能エネルギー由来

電力を積極的・安定的に調達できる体制の構築を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北陸新幹線越前たけふ駅周辺では、エネルギー供給事業者や企業と連携して、企業の敷地

内に再生可能エネルギー設備を設置することなどにより再生可能エネルギー由来電力の調

達を行うとともに、徹底した省エネなどにより事業で使用する電力を最小限にすることで、

事業等で必要なエネルギーを全て再生可能エネルギーで賄うことを目指します。 

北陸新幹線越前たけふ駅周辺のまちづくり 

■重点的取組み３ ＲＥ１００エリアの検討 

新たなまちづくりを目指す北陸新幹線越前たけふ駅周辺 
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（１）背景と目的 

●２０５０年脱炭素社会実現に向けた「地域脱炭素ロードマップ＊（令和３年、国・地方脱炭素

実現会議）」において、「政府及び自治体の建築物及び土地では、令和１２（２０３０）年には

設置可能な建築物等の約５０％に太陽光発電設備が導入され、令和２２（２０４０）年には１

００％導入されていることを目指す。」ことが目標として掲げられており、本市においても公

共施設への積極的な太陽光発電設備の設置が重要となっています。 

公共施設における太陽光発電設備の設置状況（令和３年３月時点） 

番号 施設名 最大出力(kＷ) 設置年度 

１ 岡本公民館 １５．０ 平成１１年度 

２ 中央図書館 １０．０ 平成１８年度 

３ 瓜生水と緑公園 １０．０ 平成２１年度 

４ 武生南小学校 １．１４ 平成２２年度 

５ 武生第一中学校 ７．０ 平成２２年度 

６ 南越中学校 ７．０ 平成２２年度 

７ 紫式部と国府資料館 ３．２４ 平成２３年度 

８ 武生第六中学校 ７．０ 平成２４年度 

９ 吉野小学校屋内運動場 ４９．９ 平成２４年度 

１０ 武生南小学校屋内運動場 ４８．６４ 平成２５年度 

１１ 武生第一中学校屋内運動場 ４９．５ 平成２５年度 

１２ 広瀬勤労者研修センター ２７．０ 平成２５年度 

１３ 白崎地区農業集落排水処理施設 ３９．６ 平成２５年度 

１４ 水循環センター ２８．５ 平成２５年度 

１５ 中央公園管理事務所 １２．０ 平成２８年度 

１６ エコビレッジ交流センター＊ ７．２８ 平成２８年度 

１７ 外灯（１１か所） 計 １．５ 平成１７年度～令和２年度 

（２）具体的な取組み 

●令和１２年までに、設置可能な公共施設数の５０％に太

陽光発電設備導入を目指します。 

●新たに公共施設を建設する際は、太陽光発電設備の設

置を検討します。 

公共施設における太陽光発電設備の導入予定 

番号 施設名 最大出力(kＷ) 運用開始予定年度 

１ PERKY HOUSE（武生中央公園温水プール） １９２．０ 令和４年度 

２ 道の駅 越前たけふ １０７．２ 令和５年度 

３ 西校区 公立認定こども園（仮称） 未定 令和５年度 

■重点的取組み４ 公共施設への太陽光発電設備の設置促進 

（エコビレッジ交流センター） 
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●施策１ 再生可能エネルギーの普及推進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

太陽光発電設備設置件

数 
件/年 

２３ 

（Ｒ２） 
３５ 

（Ｒ８） 
太陽光発電設備の設

置状況を示します。 

基準年から約５割

増を目指します。 

 

●施策２ 地球温暖化防止に向けた取組みの推進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

越前市の二酸化炭素排

出量 
千 t 

-CO2 
１，４６０．８ 

(Ｈ３０) 

１，０３７．２ 

(Ｒ８) 
脱炭素社会実現に向

けた市の取組み成果

を示します。 

基準年比２９％削減

を目指します。 

市施設におけるエネル

ギー消費原単位＊削減

率（学校・公民館等を除

く） 

％ 
１００ 

（Ｒ２） 
９４ 

（Ｒ８） 

令和２年度を基準

として毎年１%の削

減を目指します。 

電気自動車・燃料電池

自動車補助件数 
件/年 

１０ 

（Ｒ２） 
２０ 

（Ｒ８） 

電気自動車及び燃料

電池自動車の導入状

況を示します。 

基準年から倍増を

目指します。 

 

  

（５）指標 
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基本方針２ （仮）快適で安全・安心なまちづくり 

 

関連する 

ＳＤＧｓ 
 

 

 

大気環境 

●本市では、市内４地点（武生、今立、味真野、武生北）で継続的に大気の定点観測調査を行

っており、二酸化窒素濃度（ＮＯｘ）、二酸化硫黄濃度（ＳＯｘ）、浮遊粒子状物質量（ＳＰＭ）＊

はいずれも環境基準＊を満たしています。 

●光化学スモッグ＊の原因物質である光化学オキシダ

ント＊は武生及び今立の測定局で観測しており、本市

においては光化学スモッグ注意報の発令は過去一度

もありません。 

●微小粒子状物質量（ＰＭ２．５）＊は、福井県が県内９箇

所で監視を行っており、本市では、県による注意報等

発令時に、関係機関への円滑な連絡や市民への周知

ができる体制を整備しています。 

水環境 

●河川の水質について、令和２年度は、市内９河川（１１地点）で調査を実施しており、水素イオ

ン濃度（ｐＨ＊）、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ＊）、浮遊物質量（ＳＳ＊）はいずれの地点も環

境基準を満たしていますが、一部河川では気温の上がる夏季において、大腸菌群数＊が環

境基準を超過しています。 

●河川の汚濁負荷低減に向けて、合併処理浄化槽＊や公共下水道の整備を進めており、令和

２年度末時点で汚水処理人口普及率は９４．０%、水洗化率は８８．２％となっています。 

騒音・振動 

●近年の騒音に関する苦情内容は、一般家庭などから発生する騒音に対する苦情が多くなっ

ています。 

●振動に関する苦情は、近年寄せられていません。 

有害化学物質など 

●本市では毎年、土壌と河川水に含まれているダイオキシン類＊の調査を実施しており、全て

の調査項目及び調査地点において環境基準を満たしています。  

（１）現状 

基本⽅針２ ⽔や空気がきれいな 
安⼼安全が実感できるまちづくり  

大気の定点観測地点 

武生 
武生北 

今立 

味真野 

●：市観測局 

■：県観測局 
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苦情件数等 

●令和２年度の公害苦情受付（処理）件数は６４件で、種類別では大気２３件、水質１４件、騒音

７件、悪臭１件、その他不法投棄＊等が１８件となっています。 

●公害苦情以外の苦情としては、空き地の管理（草刈等）に関するものがあり、令和２年度は３

７件となっています。 

 

 

 

●大気質と河川水質、地下水質、道路騒音などについてモニタリング＊調査を継続して実施。 

●環境保全（公害防止）協定＊の締結事業所について、協定に基づく報告書の提出や立入検

査などによる監視・指導を実施。（環境保全（公害防止）協定の締結事業所数：６７事業者

［令和２年度末時点］） 

●河川の汚濁負荷低減のための取組みとして、公共下水道の整備を進めるとともに水洗化

を促進。 

●不法投棄の対策として、定期パトロールの実施や不法投棄防止看板や不法投棄監視カメ

ラの設置、関係機関との不法投棄事例などの情報交換を実施。 

●各地区が社会奉仕活動として河川清掃などを実施した際には、ごみ処理に関する支援を

実施。 

 

 

 

●今後も公害の発生防止に向けて、大気や水質などの調査・結果の公表や事業所への監視・

指導を継続する必要があります。 

●公共下水道の水洗化率向上に向け、地域住民への接続を促す必要があります。 

●公害苦情以外の苦情として、空き地の管理（草刈等）に関するものが増えており、対応につ

いて検討する必要があります。 

●廃棄物の不法投棄が未だ発生し

ており、防止に向けて対策を強

化する必要があります。 

●環境に関するアンケートによる

と、「市に重点的に進めてほしい

施策」では、「生活環境を守る」が

高い割合を占めており、公害の

発生防止などの取組みを継続し

て行う必要があります。  

（２）これまでの主な取組み 

（３）課題 

25.4%

54.8%

46.4%

39.8%

54.8%

43.7%

40.7%

31.4%

19.5%

21.7%

4.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

脱炭素社会の構築

生活環境を守る

美しい街並み景観の誘導

歴史・伝統文化の保全

豊かな自然環境の保全

不法投棄の取り締まりの強化

ごみの減量化とリサイクルに向けた取組の強化

環境教育・環境学習の推進

環境に関する情報の周知

環境保全活動に取り組む人材の育成

その他

市に重点的に進めてほしい施策 
※資料：令和３年度市民アンケート調査（越前市） 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

●施策３ 生活環境の保全推進 

（４）施策 

●市民の取組み 

 廃食油を流さない、食器の油汚れをふき取ってから洗うなど、生活排水によ

る水の汚れの防止に努める。 

 大きな音を出さないなど、近隣住民に配慮する。 

 所有する空き地や空き家などを適正に管理する。 

●事業者の取組み 

 大気汚染や水質汚濁、騒音・振動など生活環境に関する法令を遵守するとと

もに、問題が発生した場合は速やかに対策を実施する。 

 施設の設置・更新時には、近隣住民に配慮する。 

 市内に新たに工場又は事業所を建設する時は、行政又は周辺住民との環境

保全協定の締結について検討する。 

 周辺環境や近隣住民に配慮した事業活動に努める。 

●行政の取組み 

指 大気質や河川水質、地下水質、道路騒音などを定期的に調査・観測を実施し、

結果を公開するとともに、問題が発生した場合は速やかに対策を実施する。 

指 公共下水道と合併処理浄化槽の整備・普及を推進する。 

 市内に新たに工場又は事業所が建設される時には、周辺への影響を評価し

た上で、環境保全協定の締結を検討する。 

 環境保全協定を締結した工場又は事業所の監視・指導を徹底する。 

 工場又は事業所からの汚水や騒音発生など生活への影響が発生した場合

は、事業者に対して適切な指導を実施する。 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

 

  

●施策４ 廃棄物の適正処理の推進 

●市民の取組み 

 ごみを捨てるときはルールを守り、決められた場所へ、決められた日時に、決

められた方法で出す。 

 ごみの野外焼却やポイ捨てをせず、適正に処理する。 

 不法投棄が行われないよう、所有地を適正に管理する。 

●事業者の取組み 

 事業所から排出するごみは、法に基づき責任をもって適正に処理する。 

 不法投棄が行われないよう、所有地を適正に管理する。 

 廃棄物と間違われやすい資材等を保管する時は、不法投棄と間違われないよ

う適切に管理する。 

●行政の取組み 

指 定期的にパトロールを実施し、問題の早期発見と再発防止対策を進める。 

 監視カメラの設置による監視体制の強化や不法投棄防止看板の設置などを

継続する。 

 町内会などが行うごみ拾い等の清掃活動に対し、ごみの回収や処理などにつ

いて支援・協力する。 
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●施策３ 生活環境の保全推進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

汚水処理人口普及率 ％ 
９４．０ 

（Ｒ２） 

９６．０※ 

（Ｒ５） 

公共下水道とその他

汚水処理施設の整備

成果を示します。 

「越前市下水道整備

基本構想」の目標に

合わせて取り組み

ます。 

市 内 主 要 河

川 水 質 検 査

の 環 境 基 準

値達成率 

生活環境項目＊ 

％ 

９２．８ 

（Ｒ２） 

９５．０ 

（Ｒ８） 河川水質の保全の取

組み成果を示します。 

各調査地点におい

て、環境基準達成を

目指します。 健康項目＊ 
１００．０ 

（Ｒ２） 

１００．０ 

（Ｒ８） 

汚染（有機溶剤＊）区域内地

下水質の環境基準達成率 
％ 

８６．７ 

（Ｒ２） 

１００．０ 

（Ｒ８） 

地下水質の保全と改

善の取組み成果を示

します。 

全ての監視井戸に

おいて、環境基準の

達成を目指します。 

 ※ 「越前市下水道整備基本構想」に合わせて見直します。 

 

●施策４ 廃棄物の適正処理の推進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

不法投棄ごみ回収量 
ｋｇ/

年 

２，４５０ 

（Ｒ２） 

２，０００ 

（Ｒ８） 

不法投棄防止の取組

み成果を示します。 

基準値からの約２

割減を目指します。 

 

  

（５）指標 
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基本方針２ （仮）快適で安全・安心なまちづくり 

 

関連する 

ＳＤＧｓ 
 

 

 

動植物（生物多様性） 

●本市には豊かな里地里山が存在し、水田、ため池、河川などには、多種多様な野生生物が

生息しています。 

●「改訂版 福井県の絶滅のおそれのある野生動植物（福井県）」によると、市内ではフジバカ

マやトミヨ、メダカ、ゲンゴロウ、ハッチョウトンボなどの絶滅危惧種が確認されており、希少

野生生物の宝庫となっています。 

●希少野生生物の宝庫である一方、本市では特定外来生物＊の生育・生息が問題となってお

り、本市のため池などではオオクチバスやブルーギル、水路ではオオフサモが繁茂するなど、

在来生態系への悪影響が懸念されています。 

●本市の中山間地ではイノシシやシカ、サル、アライグマ、ハクビシンなどによる農作物への被

害が発生しており、農業への影響が懸念されています。 

コウノトリ 

●本市は、日本の野生コウノトリの最後の生息地の一つ

だったこと、また、平成２２年にコウノトリが飛来し、「え

っちゃん」の愛称で広く市民に親しまれてきたことなど

を契機に、コウノトリの野外定着に向け県と連携して

白山地区で飼育・繁殖事業を進めています。 

●本市は、平成２２年から１２年連続してコウノトリの飛

来が続き、平成２９年からは４年連続して野外コウノト

リが産卵、令和２年には安養寺町で、令和３年には安

養寺町と下中津原町で、ひなの巣立ちが実現しまし

た。 

●また、令和３年９月には黒川町にコウノトリの群れ１６

羽が確認されるなど、定着に向けた取組みの成果が

表れています。 

  

（１）現状 

基本⽅針３ コウノトリが舞う⾃然豊かなまちづくり 

安養寺町の野外コウノトリのひな 
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アベサンショウウオ 

●アベサンショウウオは、環境省のレッドリスト＊で「絶滅危惧

ⅠＡ類」に分類され、また「絶滅のおそれのある野生動植物

の種の保存に関する法律」において、国内希少野生動植物

種に指定されている非常に貴重な生きものです。 

●本市はアベサンショウウオの国内最大の生息地であり、保

全活動が進められています。 

 

里地里山の保全再生 

●本市では、里地里山保全再生活動を全市域に広げるため、

本市に縁のあるコウノトリを生物多様性や自然再生のシンボ

ルとした「コウノトリが舞う里づくり」を進めています。 

●コウノトリが舞う里づくりでは、希少野生生物の保全や休耕

田ビオトープ＊の整備、水田退避溝や魚道設置といった生

きものに配慮した環境整備や啓発活動を行っています。 

 

環境調和型農業 

●本市の農業は、水稲（コシヒカリ）を中心に良質米の生産地として地位を確立してきました。 

●本市では、コウノトリが舞う里づくりの取組みを通じて、減農薬や無化学肥料による環境調

和型農業の普及を進めており、その取組面積は県内トップとなっています。 

●本市の福井県認証特別栽培米＊の取組面積は、県内の約３５％を占めています。このうち、

「コウノトリ呼び戻す農法米」などをはじめとする無農薬・無化学肥料栽培の特別栽培米の

取組面積は県内の約半分を占めており、高付加価値の米づくりが進められています。 

●そのほかにも、西瓜やトマト、キュウリなどの園芸作物のブランド化を進めており、関西・中京

方面にも出荷しています。 

  

休耕田ビオトープ 

生息地の維持管理の様子 

特別栽培米取組面積 
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●令和２年３月に「越前市食と農の創造ビジョン」を改定。 

●コウノトリをシンボルとした里地里山の保全再生や環境整備について、市民や農業者、自治

組織、商工業者、研究機関、教育機関や各種団体と連携して実施。 

●野生生物について、生息状況調査や生息地の保全対策を実施。 

●在来の野生生物の生息を脅かしている外来生物については市民の協力の下、駆除・防除

を実施。 

●「鳥獣被害防止計画」を策定し、計画的な捕獲を実施するとともに、防護柵の整備や捕獲檻

の設置、駆除・防除方法の講習会を開催。 

●お米を食べる習慣の大切さや食と身近な農業との

つながり、いのちの大切さなどについて学ぶ公開講

座「ごはん塾」を開催。 

●環境にやさしい里地里山の取組みや魅力の発信を

行う「コウノトリが舞う里づくり大作戦」を開催。 

●県認証の特別栽培米などの作付けや環境調和型

農業に取り組む生産者を支援。 

 

 

 

●本市では市民の自然環境の保全意識は高いものの、保全活動への参加者が一部に限られ

ており、多様な主体の参画が得られるよう、本市の自然の魅力とその保全のための取組み

について、情報発信の拡充・強化を図っていく必要があります。 

●少子高齢化の進行に伴い、農林業従事者の高齢化や担い手不足、農林地の荒廃が深刻化

しており、農林地の活用や人材育成を進めていく必要があります。 

●今後も本計画の関連計画である「越前市食と農の創造ビジョン」に沿ってコウノトリが舞う里

づくりの取組みを進める必要があります。 

●本市の豊かな自然や生物多様性を保全するため、今後も希少野生生物の生息状況の調査

や生息環境の保全・再生を進めるとともに、在来生態系を脅かす可能性のある外来生物の

管理や侵入の未然防止を進める必要があります。 

●中山間地を中心に農作物に大きな被害を与えている野生獣については、今後も捕獲・駆除

による管理を進めるとともに、ジビエなどとしての活用を検討していく必要があります。 

●環境に関するアンケートによると、市に重点的に進めてほしい施策について、「豊かな自然

環境の保全」が高い割合を占めており、自然環境の保全につながる取組みを継続して行う

ことが必要です。 

 

  

（２）これまでの主な取組み 

ごはん塾の様子 

（３）課題 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す  

●施策５ 生物多様性の保全 

（４）施策 

●市民の取組み 

 保有する山や田んぼ、畑を適正に管理する。 

 生物多様性や外来生物の問題について正しい知識を身につける。 

 自然環境学習ができる施設や農業体験、その他自然散策などにより、積極的

に自然環境と直接ふれあう。 

 希少野生生物の保全活動へ積極的に参加・協力する。 

●事業者の取組み 

 自然環境や周辺の景観に配慮した事業活動や土地利用を行う。 

 希少野生生物の保全活動へ積極的に参加・協力する。 

 駆除した野生獣のジビエ等の活用について検討する。 

●行政の取組み 

指 森林の枝打ち、下草刈などを計画的に進める。 

指 豊かな自然環境のシンボルとなるコウノトリの定着を目指し、多様な生きもの

の生息場所となる水田退避溝、休耕田ビオトープなどについて幅広い世代に

周知を図るとともに、市全域に広げる。 

 コウノトリが舞う里づくりの取組みを通じて、本市の優れた里地里山環境の

保全・再生を進める。 

 県や関係機関、地域住民と連携して、コウノトリやアベサンショウウオをはじめ

とする希少野生生物の調査や生息環境の保全・再生を進める。 

 外来生物に関する正しい知識の普及に努めるとともに、県と連携して外来生

物の分布拡大や侵入未然防止に努める。 

 自然環境学習ができる施設（エコビレッジ交流センターや八ツ杉森林学習セ

ンターなど）や身近な山や田んぼを活用し、将来を担う子どもや地域住民の

「いのち」を大切にする意識の醸成に努める。 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

●施策６ 環境調和型農業の推進 

●市民の取組み 

 環境調和型農業の実践に努める。 

 コウノトリ呼び戻す農法米や、農法米を使用して醸造したお酒「かたかた」な

どの購入・利用に努める。 

 地元の農産物や商品の購入・利用に努める。 

 市が行う地産地消＊や食育＊の取組みに参加・協力する。 

●事業者の取組み 

 コウノトリ呼び戻す農法米や、農法米を使用して醸造したお酒「かたかた」な

どの販売や活用を進める。 

 地元の農産物を活用した商品の開発やブランド化、販売・活用を進める。 

 市が行う地産地消や食育の取組みに参加・協力する。 

●行政の取組み 

指 生物多様性の保全を推進するとともに、付加価値のある農産物の増産を図

るため、環境調和型農業の普及を進める。 

 コウノトリをシンボルとした農産物のブランド化を進める。 

 農業者と消費者の結びつきを強めるとともに、地域の農業を活性化させるた

め、地産地消を進める。 

 「越前市まるごと食の感謝祭」や「ごはん塾」の取組みなど、学校や地域活動・

市民活動による食育の普及を進める。 
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●施策５ 生物多様性の保全 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

森林施業面積 
ha/

年 

38.0 

（Ｒ２） 

60.0 

（Ｒ８） 

良好な森林を育成す

る取組み成果を示し

ます。 

年間 60ha 以上の

施業面積を目指し

ます。 

里山の森林づくりボランティ

ア参加人数 
人/年 

285 

（Ｒ２） 

350※１ 

（Ｒ８） 

市民の自然環境保護

に対する意識向上の

成果を示します。 

「越前市総合計画実

践プログラム」の目

標に合わせて取り

組みます。 

水田魚道＊の設置数 箇所 
22 

（Ｒ２） 

32※２ 

（Ｒ６） 

農地における自然再

生の取組み状況を示

します。 

「越前市食と農の創

造ビジョン」の目標

に合わせて取り組

みます。 休耕田ビオトープの面積 ha 
9.3 

（Ｒ２） 

13※２ 

（Ｒ６） 

自然再生の取組状況

を示します。 

※１ 「越前市総合計画実践プログラム」に合わせて変更します。 

※２ 「越前市食と農の創造ビジョン」に合わせて変更します。 

 

●施策６ 環境調和型農業の推進  

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

コウノトリ呼び戻す農法米を

含む有機 JAS＊・県認証区分

①の栽培面積 

ha 
76.7 

（Ｒ２） 

80※ 

（Ｒ６） 
環境調査型農業の

取組み成果を示し

ます。 

「越前市食と農の創

造ビジョン」の目標

に合わせて取り組

みます。 

有機栽培農産物（米、大麦、

大豆）の作付面積 
ha 

９４ 

（Ｒ２） 

１０３※ 

（Ｒ６） 

有機 JAS・県認証区分①～

③に取組む農業者数 
人 

107 

（Ｒ２） 

150※ 

（Ｒ６） 

 ※ 「越前市食と農の創造ビジョン」に合わせて変更します。 

 

 

  

（５）指標 
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本方針２ （仮）快適で安全・安心なまちづくり 

 

関連する 

ＳＤＧｓ 
 

 

 

近年の資源循環に関する動き 

●近年、ポイ捨てされたプラスチックごみが河川・海洋に流出してマイクロプラスチック（直径５

ミリメートル以下のプラスチック）となり、海洋環境の汚染や生態系に影響を与えることが懸

念されています。 

●福井県が三国サンセットビーチなどで行っているマイクロプラスチック調査では、砂１リットル

当たりに平均２８２個のマイクロプラスチックが確認されています[令和２年度実績]。 

●資源循環に関する動きとして、食品ロス（食べれられるのに捨てられる食品）も深刻な問題と

なっており、国の食品ロス量は、平成３０年度推計で年間６００万トンとなっています。 

●１人当たりの食品ロス量は年間約４７キログラムとなっており、これは、年間１人当たりの米の

消費量（約５４キログラム）とほぼ同程度の量となっています。 

ごみの排出量 

●本市の令和２年度のごみの排出量は２５，６２３トンとなっており、近年は２５，０００トン前後で

推移しています。 

●家庭系のごみは、平成１９年度から１３年連続県内９市で最も少ない排出量となっていますが、

平成２３年度以降は減少傾向はなく、ほぼ横ばいで推移しています。 

●事業系のごみは、緩やかな増減を繰り返しており、８，０００トン前後で推移しています。 

●１人１日当たり排出量は、国や県と比べて低くなっているものの、年々増加しています。 

  

（１）現状 

基本⽅針４ 資源が循環する 
ごみの少ない都市づくり   

１人１日当たりのごみ排出量 

              （出典：県循環社会推進課） 
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越前市のごみの排出量の推移 

第
３
章

35



36 

３Ｒ ＊ （スリーアール）に関すること 

●３Ｒとは、Reduce（リデュース・廃棄物の発生抑制）＊、

Reuse（リユース・再使用）＊、Recycle（リサイクル・再資

源化）＊の３つの取組みの頭文字からきており、この順番で

取り組むと環境への影響が少ないといわれています。 

●本市が把握している資源回収量は近年減少傾向にありま

すが、スーパーなど店舗による古紙類や紙パック、食品トレ

ーなどの回収が普及してきており、民間においてもごみの

再資源化が進んでいます。 

●本市では、微生物を活用した生ごみ堆肥化の取組みを進

めています。 

 

 

 

 

 

 

エコクリーンセンター南越 

●本市のごみ処理施設として、既存施設の老朽化に伴い新たなごみ処理施設「エコクリーンセ

ンター南越」が整備され、令和３年４月から本格稼働しています。 

●エコクリーンセンター南越は、１日当たりのごみ処理能力が８４トンとなっており、焼却炉に最

新の技術を用いたストーカ方式＊が採用され、ごみを燃やした熱を利用して発電を行うこと

ができ、維持管理費の削減と二酸化炭素の発生抑制につながっています。 

●また、周囲の自然風景に溶け込む色彩の採用や周辺

敷地の緑化といった景観への配慮、誰もが楽しく環境

について学べる充実した見学設備を備え、環境学習の

場としての活用も期待されています。 

  

0

50,000

100,000

150,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2

(kg)

小型家電（回収ボックス） 金属類（拠点回収）

電気製品（拠点回収）

0

1,000

2,000

3,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2

（t）

古紙回収量の推移 金属類・電気製品回収量の推移 

３Ｒと資源循環の流れ 
資料：３Ｒまなびあいブック（環境省） 

エコクリーンセンター南越 

（南越前町上野） 
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●ごみの分別方法などに関する市民向けの市政出前講座＊を実施。 

●市内の団体が実施する古紙類や雑がみ＊の資源回収を進めるため、回収量に応じた奨励

金を交付。 

●金属類、電気製品、小型家電などの拠点回収を実施。 

●ダンボールコンポスト＊などによる家庭でできる生ごみの堆肥化の推進。 

●ごみ減量化リサイクル推進員制度＊において、令和２年度末時点で市内２６４町内のうち２５

２町内で、２，１１０名の推進員を認定。 

●下水処理の過程で発生する汚泥を、肥料やセメント原料として１００％有効活用。 

●エコクリーンセンター南越の稼働に伴うごみの分別方法の一部変更について、市や南越清

掃組合が市民に周知。 

●食品ロスの対策として福井県と協力して食べきり運動を推進したほか、フードドライブ＊の

実施や微生物を利用した生ごみ処理器の購入に奨励金を交付。 

 

 

 

●本市の１人１日当たりのごみ排出量は、国や県より少ないものの年々増加しており、ごみ排

出量削減に向け、より一層の取組みが求められます。 

●ごみ減量化のために、ペットボトルやプラスチックごみ、食品ロスの削減などのさらなる普及

啓発を図る必要があります。 

●ごみの再資源化を進めるために、生ごみの資源化やプラスチックごみ、雑がみ、金属類、電

気製品、小型家電などの回収を継続して進める必要があります。 

●新ごみ処理施設「エコクリーンセンター南越」の稼働に伴い、ごみの分別方法をさらに周知

していく必要があります。 

●近年大きな問題となっている、マイクロプラスチックによる海洋環境の汚染問題や食品ロス

問題について、より対策を強化する必要があります。 

●環境に関するアンケートによると、「使わないものはフリ

ーマーケット（フリマアプリ含む）やリサイクルショップに

出している」では「実施している」の割合が低く、資源の

リユースに関する取組みを強化する必要があります。 

●おいしいえちぜん食べきり運動＊について、「すでに運

動に参加・協力している」と回答した市民は少なく、取

組みが浸透していないことから、より普及啓発を進める

ことが必要です。 

  

すでに運動に参加・協力している 2.7%

参加・協力

する予定で

ある 3.0%

機会があれば参

加・協力したい

48.1%

この運動を聞

いたことがな

い 44.0%

無回答

2.2%

（２）これまでの主な取組み 

（３）課題 

「おいしいえちぜん食べきり運動」の取組み状況 
※資料：令和３年度市民アンケート調査（越前市） 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

●市民の取組み 

 ごみの分別を徹底する。 

 古紙類や雑がみの資源回収を実施、又は参加する。 

 生ごみの堆肥化による活用を検討する。 

 不要となった日用品や衣類は、捨てずにリサイクルショップやフリマアプリな

どを活用し、再使用（リユース）に心がける。 

●事業者の取組み 

 排出される廃棄物の適正な分別・処理や減量化を徹底する。 

 ICT＊の活用によるペーパーレス化＊などにより、紙の使用量の削減に努め

る。 

 事業活動の過程で発生する廃棄物が少なくなるよう努める。 

●行政の取組み 

指 ごみの分別方法の周知やごみの分別・減量に関する意識の向上に努める。 

指 「雑がみ」の分別・再資源化を促す取組み「雑がみ救出作戦」を促進する。 

指 下水汚泥の資源化を継続する。 

 家庭での微生物を利用した生ごみ処理器の購入を支援する。 

 外国籍市民のごみ分別と減量に関する意識の向上に努める。 

 廃棄物焼却による熱エネルギーを活用して発電し、エネルギーを回収する。 

●施策７ ３Ｒの推進 

（４）施策 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

●施策８ 食品ロス削減、使い捨てプラスチックごみ対策 

●市民の取組み 

 「おいしいえちぜん食べきり運動」や「フードドライブ」に協力する。 

 食材を購入する前に在庫を確認し、買いすぎないようにする。 

 「賞味期限＊」と「消費期限＊」を正しく理解する。 

 マイバッグやマイボトルを持参し、レジ袋やペットボトルの使用を控える。 

 会議や集会等でのペットボトル飲料の提供を控える。 

 スプーンやストローなどの使い捨てプラスチックの使用を控える。 

 過剰包装を断り、包装が簡易な商品を選ぶ。 

●行政の取組み 

指 「おいしいえちぜん食べきり運動」や「フードドライブ」の実施を強化する。 

 市役所職員が率先して、マイバックやマイボトル等を利用する。 

 レジ袋やペットボトル、使い捨てプラスチック容器・製品の削減に向けてマイ

バッグやマイボトルなどの普及啓発を進める。 

 海洋プラスチック問題＊に関する情報を収集し、ホームページや広報紙、市政

出前講座等により周知する。 

 燃やせるごみとして出された内容物に混入している、まだ消費できる食品

（食品ロス）や再資源化できるプラスチック製容器包装及びペットボトル、再

生できる古紙などの混入率を調査する。 

●事業者の取組み 

 使い捨てプラスチック製品の使用削減に努める。 

 会議等でのペットボトル飲料の提供を控える。 

 再生品やリサイクルが容易な資材を活用する。 

 飲食店、料理店、ホテルなどはハーフサイズや小盛りなど、食べ残しが出ない

工夫をしたメニューの設定や食べきれなかった時の持ち帰りに対応するなど

食品ロスの削減に努める。 

 商品を販売する時は、過剰包装を避ける。 
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●施策７ ３R の推進  

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

家庭系ごみ排出量（市民１

人１日当たりのごみ排出

量） 

ｇ/日･

人 

５６２ 

（Ｒ１） 

５６２ 

（Ｒ８） 

廃棄物の発生抑制の

取組み成果を示しま

す。 

「一般廃棄物処理基

本計画」に基づき基

準年の成果を維持

します。 

ごみのリサイクル率 ％ 
２２．９ 

（Ｒ１） 

２２．９ 

（Ｒ８） 
廃棄物の再生利用に

対する成果を示しま

す。 

「一般廃棄物処理基

本計画」に基づき基

準年の成果を維持

します。 

古紙の集団回収実施団体

数 
団体 

１６１ 

（Ｒ１） 

１６１ 

（Ｒ８） 

基準年の成果を維

持します。 

下水汚泥の資源化率 ％ 
１００ 

（Ｒ２） 

１００ 

（Ｒ８） 

下水汚泥の資源化の

取組み成果を示しま

す。 

「越前市下水道整備

基本構想」の目標に

合わせて取り組み

ます。 

 

●施策８ 食品ロス削減、使い捨てプラスチックごみ対策  

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

フードドライブ実施回数 回/年 
２ 

（Ｒ１） 

４ 

（Ｒ８） 

食品ロス削減に向け

た取組み成果を示し

ます。 

基準年の成果から

倍増を目指します。 

 

 

  

（５）指標 
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方針２ （仮）快適で安全・安心なまちづくり 

 

関連する 

ＳＤＧｓ 
 

 

 

近年の環境教育・学習に関する動き 

●近年、世界では気候変動、生物多様性の喪失、資源の枯渇、貧困の拡大など、私たちの開

発活動に起因する様々な問題が発生しています。 

●ESD＊（Education for Sustainable Development：持

続可能な開発のための教育）は、こういった現代社会の問題

について、一人一人が身近なところから取り組むことで、持続

可能な社会を実現していくことを目指すために行う学習・教

育活動のことです。 

●ESＤはＳＤＧｓのゴール４「質の高い教育をみんなに」の達成

につながる活動であり、県内の各学校で、このＥＳＤの推進

に向けた取組みが進められています。 

ＳＤＧｓに関する動き 

●国が平成３０年に策定した「第五次環境基本計画」では、ＳＤＧｓとパリ協定が採択された平

成２７年を「転換点」として捉えており、ＳＤＧｓの考え方も活用して複数の課題を統合的に解

決することが重要であると示されています。 

●ＳＤＧｓに関連する概念として地域循環共生圏＊があり、これは、地方と都市、あるいは地方

と地方が互いに人やモノ、資源などを補完し助け合いながら循環と共生の理念で持続可能

な社会を作る考え方のことで、地域でのＳＤＧｓの実践（ローカルＳＤＧｓ＊）にもつながるもの

とされています。 

ＳＤＧｓの推進に向けた学校の動き 

●市内小中学校では、

SDGｓについての学

習が進められていま

す。 

  

（１）現状 

ESD の概念 

資料：文部科学省 

基本⽅針５ 環境共育で環境を守り育むまちづくり 

（味真野小学校） （武生南小学校） 
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環境学習会などの開催 

●地区や公民館、エコビレッジ交流センターなどで市民を対象とした環境学習会が行われてい

ますが、その回数は、平成２９年度をピークに減少しています。 

●環境学習会の参加延べ人数は、５，０００人程度で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全活動 

●本市では、多くの環境保全団体や地区が環境保全活動を実施しており、水や緑、生きもの

の保全、ごみ対策、循環型社会づくりなど幅広い分野の活動に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境について学べる施設 

●本市には、エコビレッジ交流センター、八ツ杉森林

学習センターなど環境について学ぶことができる

公共施設があります。 

 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
0

50

100

150

200

250

300

年度

開
催
回
数

回

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

年度

参
加
延
べ
人
数

人

地区や公民館が開催した環境学習会の回数と参加延べ人数 

田んぼアートの田植え（南中山） 花と緑あふれるまちづくり事業（吉野） 

エコビレッジ交流センター 
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●小・中学校では、環境副読本を用いた環境学習を実施。 

●幼稚園・保育園・認定こども園では、親子環境学習会などを実施。 

●市民を対象とした環境学習として、エコビレッジ交流センターでの講座開催や市政出前講

座で地域や町内会に直接出向きごみ分別などについて詳しく説明。 

●ＥＳえちぜん認証制度の廃止に伴い、認証取得事業者に対して、「環境マネジメントシステ

ム（KES）」や「エコアクション２１」への移行を支援。 

 

 

 

●将来を担う子どもを対象とした環境共育を継続して進めるとともに、ＳＤＧｓやＥＳＤの推進に

つながる取組みなどについても、積極的に授業や教育に取り入れていくことが必要です。 

●市民を対象とした環境学習について、環境学習や市政出前講座などの実施により、環境意

識の醸成や環境保全に取り組む人材の支援を進める必要があります。 

●事業者に対象しては、ＩＳＯ１４００１をはじめとする各種環境マネジメントシステムの取得に

向けた周知を進める必要があります。 

●新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-１９）感染症の拡大により、環境学習そのものが実施できな

い、または活動の場における参加人数に上限が設定されるなど、環境学習の場が減少しつ

つあり、ＩＣＴなどを活用した新たな環境学習の機会の提供などを検討する必要があります。 

●環境に関するアンケートによると、子どもや地域住民を対象とした「環境共育」について、重

要だと思う取組みとして大半の市民が「学校の授業などで環境に関する学習を進めること」

を挙げており、学校での環境学習を継続して行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）これまでの主な取組み 

（３）課題 

80.0%

54.3%

44.4%

16.0%

42.7%

2.5%

学校の授業などで環境に関する学習を進めること

田植え体験など地域の活動や体験を通じて環境に

関する学習を進めること

自然観察会など市や市民団体などが主催する体験

イベントを行うこと

大学講師や専門家による専門的な講習会・セミ

ナーを開催すること

家庭における家族との対話や体験を通じた学習を

進めること

その他

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

子どもや地域住民を対象とした「環境共育」について、重要だと思う取組み 
※資料：令和３年度市民アンケート調査（越前市） 

学校の授業などで環境に関する学習を進めること 

田植え体験など地域の活動や体験を通じて環境に関す

る学習を進めること 

自然観察会など市や市民団体などが主催する体験イベ

ントを行うこと 

大学講師や専門家による専門的な講習会・セミナーを

開催すること 

家庭における家族との対話や体験を通じた学習を進め

ること 

その他 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

 

  

●施策９ 人材育成の推進 

（４）施策 

●市民の取組み 

 環境問題に関心を持ち、積極的に情報を収集する。 

 環境に関する学習会などへの参加に努める。 

 市政出前講座を活用し、環境に関する知識を深める。 

●事業者の取組み 

 環境問題に関する情報を積極的に収集する。 

 社内で環境に関する情報の共有や研修会などの開催に努める。 

 ＣＳＲ＊（社会貢献活動）や環境に関する情報の公表に努める。 

●行政の取組み 

指 小・中学校での環境教育を推進する。 

指 幼稚園、保育園、認定こども園での環境学習を推進する。 

指 エコビレッジ交流センターを活用した、環境学習・情報発信を推進する。 

指 市政出前講座を実施し、環境意識の啓発を図る。 

 環境に関する情報を収集し、市のホームページや広報紙、SNS などの媒体を

用いて発信する。 
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「 指 」は指標として挙げる項目に関連する取組みを示す 

  

●施策 10 人材育成の推進 

●市民の取組み 

 市や自治振興会などが行う環境に関する講座やイベントなどに積極的に参

加・協力する。 

 雪どけクリーン作戦などのボランティア活動に積極的に参加する。 

●事業者の取組み 

 行政や地域住民が行う環境活動や地域の環境保全に関する情報の収集に努

め、活動に積極的に参加・支援する。 

 自らが積極的に環境保全活動を企画し、地域との連携を図りながら環境保全

の実践に努める。 

●行政の取組み 

指 市内で環境保全活動に取り組む団体に向けて、活動内容の発信や活動に対す

る支援を行う。 

 「アースデイ＊えちぜん」などの環境をテーマとしたイベントを支援し、多くの人

に環境を学べる機会をつくる。 

 市民や事業者など、環境保全に取り組む団体との連携強化を図る。 

●施策１０ 環境保全団体との連携・協働の促進 
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●施策９ 人材育成の推進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

環境教育提供 

総時間数 

小学生 
時間/

年 

２７．２ 

（Ｒ２） 

２７．２ 

（Ｒ８） 学校での環境教育の

成果を示します。 

基準年の成果を維持

します。 
中学生 

２０．９ 

（Ｒ２） 

２０．９ 

（Ｒ８） 

環境学習実施率（幼稚園・

保育園・こども園） 
％ 

１００ 

（Ｒ２） 

１００ 

（Ｒ８） 

幼児期からの環境学

習の実施状況を示し

ます。 

全園での開催を維持

します。 

公民館、地区が

開催する環境学

習会 

開催回数 回/年 
８４ 

（Ｒ２） 

１０２ 

（Ｒ８） 
公民館や各地区の自

主的な環境学習会の

開催状況を示します。 

各地区平均６回以上

開催します。（６回×１

７地区） 

参加者数 人/年 
８０３ 

（Ｒ２） 

１，０２０ 

（Ｒ８） 

環境学習会１回当た

りの参加者を１０人程

度とします。（１０人×

１０２回） 

市政出前講座（ごみの分け

方）実施回数 
回/年 

２１ 

（Ｒ１） 

３０ 

（Ｒ８） 

ごみ分別等市政出前

講座の実施状況を示

します。 

基準年の成果から５

割増を目指します。 

エコビレッジ交流センター

を活用した環境学習会参

加人数 

人/年 
２，８４７ 

（Ｒ２） 

３，５００ 

（Ｒ８） 

エコビレッジ交流セン

ターでの環境学習会

の開催状況を示しま

す。 

環境学習会参加者を

毎月３００人程度とし

ます。（約３００人/月

×１２ヶ月） 

 

●施策１０ 環境保全団体との連携・協働の促進 

指標名 単位 
基準値 

(基準年) 

目標値 

(目標年) 
指標選択理由 

目標水準設定 

理由 

ごみ減量化・リサイクル推

進団体数 
団体 

０ 

（Ｒ２） 

５ 

（Ｒ８） 

ごみ減量化に取組

む団体の認定状

況を示します。 

年間１団体以上の認

定を目指します。 

 

  

（５）指標 
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